
法律第二十七号（平二二・〇四・二八） 

  ◎国民年金法等の一部を改正する法律 

 （国民年金法の一部改正） 

第一条 国民年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）の一部を次のように改正する。 

  第三十三条の二第一項中「がその権利を取得した当時その者」を削り、「維持していた」

を「維持している」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 受給権者がその権利を取得した日の翌日以後にその者によつて生計を維持している

その者の子（十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある子及び二十

歳未満であつて障害等級に該当する障害の状態にある子に限る。）を有するに至つたこ

とにより、前項の規定によりその額を加算することとなつたときは、当該子を有する

に至つた日の属する月の翌月から、障害基礎年金の額を改定する。 

  第三十三条の二第四項中「維持していた」を「維持している」に改める。 

 （厚生年金保険法の一部改正） 

第二条 厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）の一部を次のように改正する。 

  第五十条の二第一項中「がその権利を取得した当時その者」を削り、「維持していた」

を「維持している」に改め、同条第三項中「及び第五項」を削り、同項を同条第四項と

し、同条第二項の次に次の一項を加える。 

 ３ 受給権者がその権利を取得した日の翌日以後にその者によつて生計を維持している

その者の六十五歳未満の配偶者を有するに至つたことにより第一項に規定する加給年

金額を加算することとなつたときは、当該配偶者を有するに至つた日の属する月の翌

月から、障害厚生年金の額を改定する。 

  第五十条の二に次の一項を加える。 

 ５ 第一項又は前項において準用する第四十四条第四項第二号の規定の適用上、障害厚

生年金の受給権者によつて生計を維持していること又はその者による生計維持の状態

がやんだことの認定に関し必要な事項は、政令で定める。 

  第百条の四第一項第十三号中「（第五十条の二第三項において準用する場合を含む。）」

を削り、同項第十五号の次に次の一号を加える。 

  十五の二 第五十条の二第五項の規定による認定 

  第百条の十第一項第十四号中「第五十条の二第三項」の下に「、同条第四項」を加え、

「並びに第五十二条第一項」を「、第五十二条第一項」に、「第百条の四第一項第十三号」

を「第百条の四第一項第十五号の二」に改める。 

 （国家公務員共済組合法の一部改正） 

第三条 国家公務員共済組合法（昭和三十三年法律第百二十八号）の一部を次のように改

正する。 

  第八十三条第一項中「がその権利を取得した当時その者」を削り、「維持していた」を

「維持している」に改め、同条第四項を同条第五項とし、同条第三項の次に次の一項を



加える。 

 ４ 障害共済年金の受給権者がその権利を取得した日の翌日以後にその者によつて生計

を維持しているその者の六十五歳未満の配偶者を有するに至つたことにより第一項に

規定する加給年金額を加算することとなつたときは、障害共済年金の額を改定する。 

 （地方公務員等共済組合法の一部改正） 

第四条 地方公務員等共済組合法（昭和三十七年法律第百五十二号）の一部を次のように

改正する。 

  第八十八条第一項中「がその権利を取得した当時その者」を削り、「維持していた」を

「維持している」に改め、同条第四項を同条第五項とし、同条第三項の次に次の一項を

加える。 

 ４ 障害共済年金の受給権者がその権利を取得した日の翌日以後にその者によつて生計

を維持しているその者の六十五歳未満の配偶者を有するに至つたことにより第一項に規

定する加給年金額を加算することとなつたときは、障害共済年金の額を改定する。 

 （国民年金法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第五条 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号）の一部を次の

ように改正する。 

  附則第三十二条第五項後段を削る。 

  附則第六十条第一項中「及び同法第五十条の二第一項」を「、同法第五十条の二第一

項及び第三項並びに国民年金法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第二十七号）

附則第二条第二項」に、「、同法」を「、厚生年金保険法」に、「第五十条の二第三項」

を「第五十条の二第四項」に改める。 

  附則第七十八条第五項中「以下この項において同じ。）の規定は同法による老齢年金」

を「）の規定は同法による老齢年金」に改め、「終了した」と」の下に「、同法第五十一

条第二項において準用する同法第四十四条第一項中「受給権者がその権利を取得した当

時その者」とあるのは「受給権者」と、「維持していた」とあるのは「維持している」と、

「十八歳未満の」とあるのは「十八歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間に

ある」と、「計算する」とあるのは「計算するものとし、受給権者がその権利を取得した

日の翌日以後にその者によつて生計を維持している当該配偶者又は当該子を有するに至

つたことにより当該加給年金額を加算することとなつたときは、当該配偶者又は当該子

を有するに至つた日の属する月の翌月から、年金の額を改定する」と、同法第五十一条

第二項において準用する同法第四十四条第三項第六号中「受給権者がその権利を取得し

た当時から引き続き別表第一」とあるのは「別表第一」と、「十八歳に達した」とあるの

は「十八歳に達した日以後の最初の三月三十一日が終了した」と、同法第五十一条第二

項において準用する同法第四十四条第三項第七号中「十八歳未満の」とあるのは「十八

歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある」と」を加える。 

  附則第八十七条第六項中「及び第四十一条ノ二第一項」を削り、「終了シタルト」と」



の下に「、同法第四十一条ノ二第一項中「十八歳未満ノ」とあるのは「十八歳ニ達スル

日以後ノ最初ノ三月三十一日迄ノ間ニ在ル」と、「支給ヲ受クルモノガ障害ノ状態ト為リ

タル当時其ノ者」とあるのは「支給ヲ受クルモノ」と、「維持シタル」とあるのは「維持

スル」と、「金額ニ加給ス」とあるのは「金額ニ加給シ障害年金ノ支給ヲ受クル者ガ障害

ノ状態ト為リタル日ノ翌日以後ニ当該配偶者又ハ当該子ヲ有スルニ至リタルニ因リ当該

金額ヲ加給スルコトト為リタルトキハ当該配偶者又ハ当該子ヲ有スルニ至リタル日ノ属

スル月ノ翌月ヨリ障害年金ノ額ヲ改定ス」と、「障害年金ヲ受クル者ガ障害ノ状態ト為リ

タル当時ヨリ引続キ別表第四下欄」とあるのは「別表第四下欄」と、「十八歳以上ト」と

あるのは「十八歳ニ達シタル日以後ノ最初ノ三月三十一日ガ終了シタルト」と」を加え

る。 

 （国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第六条 国家公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第百五号）の

一部を次のように改正する。 

  附則第十七条第一項中「及び第八十三条第一項」を「並びに第八十三条第一項及び第

四項並びに国民年金法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第二十七号）附則第

二条第三項」に、「第八十三条第四項」を「第八十三条第五項」に改める。 

 （地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律の一部改正） 

第七条 地方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律（昭和六十年法律第百八号）の

一部を次のように改正する。 

  附則第十七条第一項中「及び第八十八条第一項」を「並びに第八十八条第一項及び第

四項並びに国民年金法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第二十七号）附則第

二条第四項」に、「第八十八条第四項」を「第八十八条第五項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十三年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 この法律の施行の日（以下「施行日」という。）において、現に国民年金法の規定

による障害基礎年金の受給権者によって生計を維持しているその者の同法第三十三条の

二第一項に規定する子（当該受給権者がその権利を取得した日の翌日以後に有するに至

った当該子（第一条の規定による改正前の国民年金法第三十三条の二第二項の規定によ

り当該受給権者がその権利を取得した当時その者によって生計を維持していたとみなさ

れ、同条第一項の規定により加算が行われている当該子を除く。）に限る。）がある場合

における第一条の規定による改正後の国民年金法第三十三条の二第二項の規定の適用に

ついては、同項中「当該子を有するに至つた日の属する月の翌月」とあるのは、「国民年

金法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第二十七号）の施行の日の属する月」

とする。 



２ 施行日において、現に厚生年金保険法の規定による障害厚生年金の受給権者によって

生計を維持しているその者の六十五歳未満の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含み、当該受給権者がその権利を取得した日の翌日以

後に有するに至った当該配偶者に限る。）がある場合における第二条の規定による改正後

の厚生年金保険法第五十条の二第三項（第五条の規定による改正後の国民年金法等の一

部を改正する法律（昭和六十年法律第三十四号。以下この条において「昭和六十年改正

法」という。）附則第六十条第一項の規定により読み替えて適用する場合及び厚生年金保

険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組

合法等を廃止する等の法律（平成十三年法律第百一号）附則第四十五条第三項において

準用する場合を含む。）の規定の適用については、第二条の規定による改正後の厚生年金

保険法第五十条の二第三項中「当該配偶者を有するに至つた日の属する月の翌月」とあ

るのは、「国民年金法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第二十七号）の施行の

日の属する月」とする。 

３ 施行日において、現に国家公務員共済組合法の規定による障害共済年金の受給権者に

よって生計を維持しているその者の六十五歳未満の配偶者（婚姻の届出をしていないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、当該受給権者がその権利を取得した日の

翌日以後に有するに至った当該配偶者に限る。）がある場合における第三条の規定による

改正後の国家公務員共済組合法第八十三条第四項（第六条の規定による改正後の国家公

務員等共済組合法等の一部を改正する法律附則第十七条第一項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）の規定による障害共済年金の額の改定は、国家公務員共済組合法

第七十三条第三項の規定にかかわらず、施行日の属する月から行う。 

４ 施行日において、現に地方公務員等共済組合法の規定による障害共済年金の受給権者

によって生計を維持しているその者の六十五歳未満の配偶者（婚姻の届出をしていない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み、当該受給権者がその権利を取得した日

の翌日以後に有するに至った当該配偶者に限る。）がある場合における第四条の規定によ

る改正後の地方公務員等共済組合法第八十八条第四項（第七条の規定による改正後の地

方公務員等共済組合法等の一部を改正する法律附則第十七条第一項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。）の規定による障害共済年金の額の改定は、地方公務員等共済

組合法第七十五条第三項の規定にかかわらず、施行日の属する月から行う。 

５ 施行日において、現に昭和六十年改正法第一条の規定による改正前の国民年金法の規

定による障害年金の受給権者によって生計を維持しているその者の国民年金法第三十三

条の二第一項に規定する子（当該受給権者が昭和六十一年四月一日後に有するに至った

当該子に限る。）がある場合における第五条の規定による改正後の昭和六十年改正法附則

第三十二条第五項において準用する同法第三十三条の二第二項の規定の適用については、

同項中「当該子を有するに至つた日の属する月の翌月」とあるのは、「国民年金法等の一

部を改正する法律（平成二十二年法律第二十七号）の施行の日の属する月」とする。 



６ 施行日において、現に昭和六十年改正法第三条の規定による改正前の厚生年金保険法

（以下この項において「旧厚生年金保険法」という。）の規定又は昭和六十年改正法第五

条の規定による改正前の船員保険法（昭和十四年法律第七十三号。以下この項において

「旧船員保険法」という。）の規定による障害年金の受給権者によって生計を維持してい

るその者の配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含み、当該受給権者がその権利を取得した日の翌日以後に有するに至った当該配偶者に

限る。）又はその者の第五条の規定による改正後の昭和六十年改正法附則第七十八条第五

項の規定により読み替えられた旧厚生年金保険法第五十一条第二項において準用する旧

厚生年金保険法第四十四条第一項若しくは第五条の規定による改正後の昭和六十年改正

法附則第八十七条第六項の規定により読み替えられた旧船員保険法第四十一条ノ二第一

項に規定する子（当該受給権者がその権利を取得した日の翌日以後に有するに至った当

該子に限る。）がある場合における第五条の規定による改正後の昭和六十年改正法附則第

七十八条第五項及び第八十七条第六項の規定の適用については、第五条の規定による改

正後の昭和六十年改正法附則第七十八条第五項中「当該配偶者又は当該子を有するに至

つた日の属する月の翌月」とあるのは「国民年金法等の一部を改正する法律（平成二十

二年法律第二十七号）の施行の日の属する月」と、第五条の規定による改正後の昭和六

十年改正法附則第八十七条第六項中「当該配偶者又ハ当該子ヲ有スルニ至リタル日ノ属

スル月ノ翌月」とあるのは「国民年金法等の一部を改正する法律（平成二十二年法律第

二十七号）ノ施行ノ日ノ属スル月」とする。 

 （政令への委任） 

第三条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で

定める。 

（内閣総理・総務・財務・文部科学・厚生労働大臣署名） 


